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１．はじめに 

自動車は私たちの日常生活において欠かせないものと

なっているが、都市部を中心に違法駐車が依然として常

態化している。警察による取り締まりが行なわれてきた

が、必ずしも効率的な方法ではなかったために取り締ま

り効果は十分ではなかった。そこで2006年6月1日から

改正道路交通法が施行され、放置車両についての使用者

責任の拡充および違法駐車取り締まり関係事務の民間委

託の2つの主な項目が追加され、違法駐車取り締まりが

強化された。この改正法は悪質な違法駐車車両を確実に

取り締まり、違法駐車車両の減少によって道路環境の改

善を目的としている。 

 本研究では、改正道路交通法の施行に伴う大阪市船場

地区における路上駐車現象の変化、及び駐車場の利用状

況を把握した。また、道路交通法の改正によって影響を

受ける関係主体を把握し、その便益と費用を帰着便益構

成表にとりまとめ、改正道路交通法の施行に伴う違法駐

車取り締まりの効果について検討した。さらに、今後の

駐車管理方策についても検討した。 

 

２．道路交通法改正に伴う違法駐車車両に関する状況 

(１)大阪府の違法駐車車両数の変化 

 大阪府警の調査データ 1）によると、大阪府全域の違法

駐車車両数を道路交通法改正前後で比較すると、駐車車

両数は 58%削減されている。民間の駐車監視員の導入を

行っている大阪市域では、66％の違法駐車が削減されて

いる。路上駐車問題が深刻である大阪において、改正道

路交通法は大きな効果を上げていることがわかる。また、

取り締まり最重点路線に設定されている御堂筋では、改

正道路交通法の施行直後の2006年6月の調査では、どの 

時間帯においても放置車両数が大幅に減少していた。 

2007年5月の調査ではどの時間帯もさらに減少しており、 

特に午後2時では改正前と比較して放置車両が83％削減 
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されている。 

 なお、改正道路交通法の施行後 1年間(2006年 6月～

2007年5月)の標章の取り付け件数は約40万件でそのう

ち約30万件は駐車監視員によるものである。 

 

（２）旅行時間の変化 1） 

大阪府警察駐車対策課が平日に行った調査によると、

法改正前に路上駐車車両が特に多かった四ツ橋筋と堺筋

では、道路交通法の施行後旅行時間が短縮された。四ツ

橋筋(元町2～阪神前、約3.9km)では2分5秒短縮され、

堺筋(恵美須～南森町、約4.0km)では6分41秒短縮とな

り、路上駐車減少の効果が表れている。 

 

（３）大阪市の路外駐車場の利用状況 2） 

 2006年 3月と 2007年 3月を比較すると、大阪市の路

上駐車台数は約2,600台減少しており、公的駐車場の利

用台数は約 520 台増加、民間駐車場の利用台数は約 80

台増加している。従って、路上駐車を行っていた車両の

うち23％は駐車場利用に転換したと考えられる。しかし、

路上駐車の減少台数と比較すると駐車場利用台数があま

り増加していないことから、減少した路上駐車の中には、

取り締まりの比較的厳しくない道路に駐車するようにな

った車両も存在すると考える。 

 

（４）船場地区における駐車車両の変化 

 ここでは、船場地区に限定して、駐車状況の変化につ

いて述べる。船場地区は、かつてほどの活気はないが、

現在も大阪の商業・業務活動の中心の一つであり貨物車

両をはじめ多くの自動車が出入りしている。違法駐車取

り締まり重点地域に指定されている研究対象地区(久太

郎町(2,3 丁目)、北久宝寺町(2,3 丁目)は、南久宝寺町

(2,3丁目))は取り締まり最重点路線である御堂筋、重点

路線である中央大通、堺筋に囲まれている。（図1参照） 

該当地区においてプレート断続式調査を行った。以下

に調査の結果を示す。 

表－1 は時間制限駐車区間以外の道路区間における路上

駐車削減率である。 

          



 

 

 

 

 

 

 

 

 

改正道路交通法の施行前後で比較すると、延駐車車両

数が改正前より約56%削減された。延駐車車両数とは車両

を確認した回数である。路上駐車全体で見ると、2003年2）

度と比較して2006年と2007年はともに減少しており、取

り締まり効果が顕著である。 

 

 

 

 

 

また、補正後の路上駐車車両の平均駐車時間を表－2

に示す。なお、ここでは平均駐車時間が指数分布に従う

と仮定して補正を行った。貨物車両の平均駐車時間はわ

ずかに改正前より短縮されているが、2003年のデータ 2）

と比較するとやや長くなっている。 

 

 

 

 

 以上のように、大阪市全体として見ても、船場地区に

限定しても、改正道路交通法施行の効果が明瞭に表れて

おり、施行から2年経過した今日でも効果が継続してい

ることが確認できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．改正道路交通法の施行に伴う取り締まりの影響 

本研究においては、改正道路交通法の施行を 1つの公

共投資プロジェクトと位置付け、改正道路交通法の施行 

前後で違法駐車の取り締まり状況を比較し、効果を評価

する。本節では費用便益分析を用いて、取り締まりの実

施効果について検討する。 

 

（１）帰着便益構成表の説明 

 表－3 は本研究における改正道路交通法の施行に伴う

違法駐車取り締まりに関する帰着便益構成表である。行

方向の合計欄は、各効果の正味の便益を表しており、列 

列向の合計欄は各主体が最終的に受ける正味の便益を表 

している。 

 ここで、各影響項目(A～Q)は以下のようである。 

・通過交通に対する走行時間の短縮(A) 

・通過交通に対する駐車関連事故の発生減少効果(B) 

・自転車および歩行者に対する駐車関連事故の発生減少

効果(C) 

・沿道事業所に対する道路環境の改善による効果(D) 

・沿道住民に対する道路環境の改善による効果(E) 

・一般駐車車両に対するアクセス性の低下(F) 

・荷捌き駐車車両に対するアクセス性の低下(G) 

・一般駐車車両に対する駐車場料金(H) 

・荷捌き駐車車両に対する駐車場料金(I) 

・公営駐車場の管理による駐車料金収入(J) 

・パーキングチケット・パーキングメーターの管理によ

る駐車場収入(K) 

・民間駐車場の管理による駐車料金収入(L) 

・一般駐車車両に対する反則金支払い費用(M) 

・荷捌き駐車車両に対する反則金支払い費用(N) 

・警察の違法駐車取り締まり業務の一部委託による効果

(P) 

・違法駐車取り締まり委託費用(Q)である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

延駐車車両数(台) H15とH19を比較H15とH18を比較
H15 H18 H19 減少(台) 削減率 (％)減少(台) 削減率(％)

貨物車両 1852 2232 1146 -380 -20.5 706 38.1
一般車両 2706 1012 869 1837 67.91694 62.6

合計 4558 3244 2015 2543 55.81314 28.8

表－1 削減率(時間制限駐車区間外) 

一般車両 荷捌き車両

走行時間短縮 +(Ａ) +A

事故発生減少 +(Ｂ) +(C) +B+C

道路環境改善 +(D) +(E) +D+E

アクセス性低下 -(F) -(G) -F-G

駐車場利用料金 -(H) -(I) +(J) +(K) +(L) 0

反則金 -(M) -(N) +(M)+(N) 0

取締り費用 +(P) +P

取締り委託費用 -(Q) -Q

+A+B +C -F-H-M -G-I-N +D +E +J
+K+M+N+

P-Q
+L

+A+B+C+D+E
-F-G+P-Q

自転車
歩行者

駐車車両
事業所 住民 行政 警察

駐車場
業者

　駐車台数

               　　 主体
影響項目

道路利用者 地域社会 事業者

合計
通過交通

合計

　駐車場利用

　取締り件数

　取締り業務

表－3 改正道路交通法の施行に伴う違法駐車車両取り締まりに関する帰着便益構成表 

表－2 平均駐車時間(単位：分) 

 H15年 H18年 H19年
貨物車両 23.7 20.3 21.4
一般車両 29.7 27.2

図－1 研究対象地区 
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南久宝寺町 2 丁目 南久宝寺町 3 丁目 

調査対象地 



(２)定量化の方法 

 以下に各項目の定量化で用いた算定式を示す。 

a) (+A)の定量 

走行時間の短縮効果(円/年)＝短縮時間(分)×時間価値

(円/台・分)×交通量(台)×日数 

＊交通量は国土交通省が実施した道路交通センサス

(2005年)のデータを用いる。 

＊時間価値は国土交通省道路局『時間価値原単位』より

普通自動車55.82(円/台・分)、貨物自動車101.39(円/

台・分)を用いる。 

b) (+B)、(+C)の定量 

駐車関連事故の発生減少効果（円/年） 

 ＝駐車関連事故による負傷者数および死者数（人/年）

×事故別費用原単位（円/人） 

c) (-D)、(-E)の定量 

道路環境の改善による効果(円/年) 

＝支払い意思額(円/年)×世帯数および事業所数 

＊道路環境の改善効果は2004年に行ったCVMアンケート

調査結果より、支払意志額は1事業所当たり5,419(円

/年)、1世帯当たり826(円/年)とした 1）。 

d) (-F)、(-G)の定量 

アクセス性の低下による時間損失(円/年) 

＝往復歩行時間(分)×時間価値(円/台・分)×路上駐

車車両の増減台数(台)×駐車場への転換率×日数 

＊時間価値はa)と同じものを用いる。 

＊往復歩行時間は最寄りの駐車場から目的地までの距離

と平均歩行速度(80m/分)から算出したものを用いる。 

e) (-H)、(-I)の定量 

駐車場への転換効果 

 ＝路上駐車車両増減台数（台）×駐車場への転換率×

駐車料金（円/台・分）×平均駐車時間（分）×日

数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊駐車料金は調査対象地区における民間駐車場の利用料

金の平均金額を用いる。 

f) (-M)、(-N)の定量 

反則金による効果(円/年) 

＝駐車違反の標章取り付け件数(件)×反則金(円/件) 

g)  (-Q)の定量 

取り締まり委託費用(円／年) 

＝駐車監視員 1 ユニットの契約金額（円/日）×ユニ

ット数×年間活動日数（日） 

＊警察が民間企業に支払う委託金は1ユニット1日(8時

間) 当たり31,741円とする 5）。 

h) (+P)の定量  

警察の違法駐車取り締まり業務の一部委託による効果

(円／年) 

＝駐車監視員の日給（円/日・人）×駐車監視員数（人）

×年間活動日数（日/年） 

＊駐車監視員の日給を10,000円とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般車両 荷捌き車両

走行時間短縮 284.5 284.5
事故発生減少 0.9
道路環境改善 6.5 0.2 6.7

アクセス性低下 -29.8 -12.2 -42
駐車場利用料金 -7.3 -34.4 0

反則金 3.5 0

取締り費用 0.5 0.5
取締り委託費用 -0.8 -0.8

6.5 0.2 249.8

自転車
歩行者

駐車車両
事業所 住民 行政 警察

駐車場
業者

　駐車台数

               　　 主体
影響項目

道路利用者 地域社会 事業者

合計
通過交通

合計

　駐車場利用

　取締り件数

　取締り業務

0.9

41.7

-3.5

285.4 -87.2 44.9

表－4 改正道路交通法の施行に伴う違法駐車取り締まりに関する帰着便益構成表(単位：百万円) 

表－5 評価項目定量化の結果 

 評価項目 定量化の結果
走行時間の短縮 284,456,132

駐車関連事故の発生減少 924,636
道路環境の改善 6,667,303
アクセス性の低下 42,025,390
駐車場への転換 41,707,831
反則金の徴収 3,520,000

取り締まりの民間委託 806,671
警察の業務一部委託 508,283



（３）定量化の結果 

 定量化の結果を表－4、表－5に示し、改正道路交通法

の施行に伴う違法駐車取り締まりの効果を評価する。各

主体別に比較すると、道路利用者である一般駐車車両及

び、道路利用者である駐車車両のみがマイナス(費用)と

なっている。従って違法駐車の取り締まりが強化される

ことは、違法駐車車両にとって負担でしかないことがわ

かる。 

費用便益分析には以下の指標を用い、結果を表－6 に

示す。 

①費用便益差(N)＝便益(B)－費用(C) 

②費用便益比(R)＝便益(B)／費用(C) 

 

表－6 より改正道路交通法の施行に伴う違法駐車取り

締まりはR≧1.0より効果的であり、国土交通省において

通常プロジェクト採択基準としている R≧1.5 よりも大

きいという結果になっている。 

 

 

 

 

 

４．まちづくりと一体化した駐車管理システム 

 違法駐車取り締まりは地味な駐車管理方策ではあるが、

これを実践しない限り有効な交通管理が行えないほど重

要な要素であり、これを駐車管理施策として一層積極的

に位置づけることが必要である。改正道路交通法の施行

によって効果的な駐車取り締まりを実践し、違法駐車が

排除された空間にすることによって、これを有機的に「ま

ちづくり」に連携させて効果的に活用する素地が生まれ

る。違法駐車が排除された道路空間は自動車の走行空間

として利用されて円滑な交通環境が実現されるだけでな

く、当該道路区間の特性によっては、歩行者用の空間と

して活用できるからである。ここでは、まず街路の断面

構成を議論するといった線的な街路空間再配分が検討さ

れることになる。 

 また、街路空間内だけを考えるのではなく、歩行者空

間と自動車を中心とした区域を面的に区分する場合、そ

の接点には必ず駐車施設が必要である。すなわち、賑わ

いある地区を創造するためには面的に広がった歩行者区

域が必要となるが、当該区間への自動車流入を抑制する

とともに、適切に配置された駐車場が必要となる。 

 効果的な駐車取り締まりは上記のような施策を展開す

るために不可欠であって、賑わいを創出させるための必

要条件となる。駐車管理は、直接に路上駐車を削減して

路上利用を整序化するとともに、路外駐車場の利用促進

を図ることを目指すことを目的としているが、その役割

は皮相的な事項に留まるものではなく、「まちづくり」の

必須要素となるわけであり、このような視点から「まち

づくり」と一体化した駐車管理に取組むべきである。  

 

５．おわりに 

本研究では、改正道路交通法の施行に伴って、違法駐

車取り締まりが社会にどのような影響を与えているかを

把握した。改正道路交通法に基づいた放置駐車取り締ま

りは、マクロに見ても、あるいはミクロに見ても大きな

効果を上げていることが確認できた。 

もっとも、放置駐車の取り締まりをどの程度の水準で

行うことが適切であるかについては今後も議論を要する

ところであり、費用対効果の視点から、適切な水準を検

討することが望ましい。これは違法駐車取り締まりに関

する合意形成にも資するものである。本稿では放置駐車

取り締まりに関する費用便益分析の枠組みを示したが、

今後、費用および便益に関する諸指標をさらに精微化し

ていくことが必要である。 
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表－6 費用便益分析の結果 

費用(C) 88,059,892 費用便益差(N) 249,724,293
便益(B) 337,784,185 費用便益比(R) 3.84


